
１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

No. 指標名

E-mail

実績 実績 推移

R5年度

目標値

達成

状況
目標値設定理由

R4年度

見込値 推移

・長野県財務規則の規定に基づく給付の検査を実施するとともに、工事等

　の品質確保及び施工体制の適正化を図るための検査等を実施する。

②下請・談合調査

・建設業法の規定に基づく下請契約の適正化、下請負人の保護及び

　適正な施工体制の確立等を図るため、関係法令等の遵守事項に

　ついて元請・下請関係適正化調査を実施し、必要な指導、助言を行う。
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【現状】

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び公共工事の品質確保の促進に関する法律の規定により、地方公共団

体の公共工事に係る契約の適正な施工を確保するため、必要な措置を講ずることとされている。

　上記に基づき、指導監査、抜き打ち検査、しゅん工（完了）検査及び元請・下請関係の調査・指導・助言等を実施し、県が発注す

る建設工事等の品質の確保及び元請・下請関係の適正化に努めている。

　検査等実施件数：　令和３年度　4,232件　　令和２年度　3,995件　　令和元年度　4,098件

　元請・下請関係適正化調査実施件数：　令和３年度　662件　　令和２年度　766件　　令和元年度　802件

【課題】

・新技術、新工法などに対応した適正で効率的な検査の実施が求められている。

・建設業法順守等を踏まえた、より適正な元請・下請関係の構築を図る必要がある。

・県発注の建設工事等について品質の確保を図り県民の信頼に応える

　県が発注する建設工事等について、発注機関から独立した工事検査部門による公正・厳格な検査、調査等を行うことにより、建設工

事等の品質の確保と、建設産業の健全化を図る。

①建設工事等の検査

単位
R2年度 R3年度

①

③

事　業　名 検査事務費
部局 会計局 課・室 契約・検査課

実施期間 H15 ～ keiyaku-kensa@pref.nagano.lg.jp

②

決算額

年 数値

R5年度
（予算案） 5,604 5,604

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計 うち一般財源

4,818
29.0

（要求） 5,604 5,604 4,818

区分
予算額

予算要求からの

主な変更点
要求どおり

29.0

R3年度 0 3,685 0 3,685 3,685 3,372 29.0

R4年度 0 1,024 0 1,024 1,024

目標

年 数値
No. 施策分野（施策の総合的展開名）

年 数値

直近３か年の状況

年 数値

　

単位達成目標（指標名）

工事検査の様子

適正な元請・下請契約

のための周知チラシ



R5年度

当初予算

R4年度

当初予算

R3年度

当初予算

（予算案）

事　業　名 検査事務費
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1

細事業

No.
細事業名

検査事務費

No.

1

（要求）

千円

3,685 1,024

千円 千円

5,604

5,604

部局 会計局 課・室 契約・検査課

令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

県が発注する建設工事等の品質確保のための検査等を実施

・建設工事のしゅん工検査及び工事に係る委託業務の完了検査等

・建設工事の施工途中における指導監査

・低価格で落札された工事等の抜き打ち検査

・工事検査技術向上のための研修会の開催

　検査等約4,000件実施、工事検査研修等約10回実施

県が発注する建設工事等の品質確保のための調査等を実施

・元請・下請関係適正化調査

・談合情報に関する調査

・下請110番相談窓口

・低入札価格調査

　元請・下請関係適正化調査約600件実施

直接

直接

細事業を構成する主な取組

建設工事等の検査

下請・談合調査

実施方法


